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10 小腸の機能障害

鉄 道 割 引
等級 障 害 程 度 解 説

所得地方税

(1) 等級表１級に該当する障害は，次のいずれかに該当し，
小腸の機能の障害により

１級 かつ，栄養維持が困難（注１）となるため，推定エネル
自己の身辺の日常生活活動

ギー必要量（表１）の60％以上を常時中心静脈栄養法で
が極度に制限されるもの

行う必要のあるものをいう。

ａ 疾患等（注２）により小腸が切除され，残存空・回
３級 小腸の機能の障害により

腸が手術時，75㎝未満（ただし乳幼児期は30㎝未満）
家庭内での日常生活活動が

になったもの
著しく制限されるもの

ｂ 小腸疾患（注３）により永続的に小腸機能の大部分

を喪失しているもの
小腸の機能の障害により

４級 (2) 等級表３級に該当する障害は，次のいずれかに該当し，
社会での日常生活活動が著

かつ，栄養維持が困難(注１)となるため，推定エネルギ
しく制限されるもの

ー必要量の30％以上を常時中心静脈栄養法で行う必要の

あるものをいう。

ａ 疾患等（注２）により小腸が切除され，残存空・回

腸が手術時，75㎝以上150㎝未満（ただし乳幼児期は

30㎝以上75㎝未満）になったもの

ｂ 小腸疾患（注３）により永続的に小腸機能の一部を

喪失しているもの

(3) 等級表４級に該当する障害は，小腸切除または小腸疾

患(注３)により永続的に小腸機能の著しい低下があり,か

つ,通常の経口による栄養摂取では栄養維持が困難(注１)

となるため，随時（注４）中心静脈栄養法又は経腸栄養

法（注５）で行う必要があるものをいう。

（注１）「栄養維持が困難」とは栄養療法開始前に以下

の２項目のうちいずれかが認められる場合をいう。

なお，栄養療法実施中の者にあっては，中心静

脈栄養法又は経腸栄養法によって推定エネルギー

必要量を満たしうる場合がこれに相当するもので

ある。

１）成人においては，最近３か月間の体重減少率が10％

以上であること（この場合の体重減少率とは，平常の

体重からの減少の割合，又は（身長－100）×0.9の数

値によって得られる標準的体重からの減少の割合をい

う。）。

15歳以下の場合においては，身長及び体重増加がみ

られないこと。

２）血清アルブミン濃度3.2ｇ／Œ以下であること。

（注２）小腸大量切除を行う疾患，病態

１）上腸間膜血管閉塞症

２）小腸軸捻転症

３）先天性小腸閉鎖症

４）壊死性腸炎
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５）広汎腸管無神経節症

６）外傷

７）その他

（注３）小腸疾患で永続的に小腸機能の著しい低下を伴

う場合のあるもの

１）クローン病

２）腸管ベーチェット病

３）非特異性小腸潰瘍

４）特発性仮性腸閉塞症

５）乳児期難治性下痢症

６）その他の良性の吸収不良症候群

（注４）「随時」とは，６か月の観察期間中に４週間程

度の頻度をいう。

（注５）「経腸栄養法」とは，経管により成分栄養を与

える方法をいう。

（注６）手術時の残存腸管の長さは腸管膜付着部の距離

をいう。

（注７）小腸切除（等級表１級又は３級に該当する大量

切除の場合を除く。）又は小腸疾患による小腸機

能障害の障害程度については再認定を要する。

（注８）障害認定の時期は，小腸大量切除の場合は手術

時をもって行うものとし，それ以外の小腸機能障

害の場合は６か月の観察期間を経て行うものとす

る。

（表１）日本人の推定エネルギー必要量

エネルギー（kcal/日）
年齢（歳）

男 女

0 ～ 5 (月) ５５０ ５００
6 ～ 8（月) ６５０ ６００
9 ～ 11（月) ７００ ６５０
1 ～ 2 ９５０ ９００
3 ～ 5 １,３００ １,２５０
6 ～ 7 １,３５０ １,２５０
8 ～ 9 １,６００ １,５００
10 ～ 11 １,９５０ １,８５０
12 ～ 14 ２,３００ ２,１５０
15 ～ 17 ２,５００ ２,０５０
18 ～ 29 ２,３００ １,７００
30 ～ 49 ２,３００ １,７５０
50 ～ 64 ２,２００ １,６５０
65 ～ 74 ２,０５０ １,５５０
75 以 上 １，８００ １,４００

「食事による栄養摂取量の基準」（令和２年厚生労働省告示第１０号）


